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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項

該当なし

（２）監査意見

該当なし

（３）決算審査意見

該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係(担当)名 課 の 主 な 所 掌 事 務

技術企画課 企画・技術調査担当 ・土木に関する施策の企画及び技術の調整に関すること。

・土木関係の資材及び物資の需給調整に関すること。

・県土整備部が所掌する土木工事施工基準（設計単価及び歩掛を含

む。）の作成に関すること。

土木防災担当 ・部内危機管理体制の整備に関すること。

・災害復旧事業及び改良復旧事業に関すること。

・災害報告、異常気象資料作成に関すること。

・土木防災ボランティアの育成に関すること。

・被災宅地危険度判定士の育成に関すること。

用 地 室 ・土地等の収用及び使用に関すること。

・道路、河川、港湾その他土木に関する工事に必要な土地等の取得

及び地上物件の移転に関すること。

・国土交通省所管の国有財産に関すること。

・公有地の拡大の推進に関する法律の施行に関すること(地域づくり

支援局自治振興課の所掌に属するものを除く。）。

・測量法の施行に関すること。

・収用委員会に関すること。

・鳥取県土地開発公社に関すること。

４ 職員の定員、現員調べ

種 別 事務職員 技術職員 現業職員 計 備 考

区 分 24..4.1 23.4.1 24.4.1 23.4.1 24.4.1 23.4.1 24.4.1 23.4.1

現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ６ ６ ９ ９ － － １５ １５

現 員 ６ ７ ９ ８ － － １５ １５

過不足(△) ０ １ ０ △１ － － ０ ０

臨時職員 ０ ０ － － － － ０ ０

非常勤職員 １ １ － － － － １ １ 事務補助



５ 役付職員の調べ

（平成２４年 ６月 １日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

年 月
課 長 竹森 達夫 ２

用地室長 木村 正弘 ２ ２

課長補佐(事) 谷口 卓也 １ ２

課長補佐(技) 中原 孝志 ２ ２

課長補佐 米増 俊文 ２

(企画・技術調査担当)

６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

鳥取版河川・道路ボ ア 目的及び事業の実施状況

ランティア促進事業 （ア）目的

県管理河川・道路等の維持管理ボランティア活動の推進を図るとともに、ボランティ

決算額 ア活動による地域活性化、地域づくり活動の促進のための支援を行う。

５０，９６２千円 （イ）事業の実施状況

○支援制度の内容

（財源内訳） ＜参画型ボランティア促進事業＞

一般財源 ・自主的な環境美化活動（清掃、除草）を支援

５０，９６２千円 ・奨励金１００円／人・時間、草刈機経費１００円／台・時間、上限１０万円／年

＜協働型ボランティア促進事業＞

・協定（アダプト制）による維持管理活動（伐開、植栽管理）を支援

○将来ビジョン ・交付金４０円／m2、上限４０万円／年

Ⅱ つなげる ＜スーパーボランティア支援事業＞

(2)県民、企業、ＮＰＯ、住 ・地域活性化につながる土木施設の維持管理活動を支援

民団体などが、自由に ・交付金４０円／m2、上限６０万円／年

かつ連携して自らの ・住民主体の簡易な施設（階段、堤防舗装、植栽枡等）設置等の支援、上限５０万円

地域つくりに取り組む （最長２ヵ年）

「真の協働連携社会」 ○活動実績等

の実現 ・登録団体数 ５７６団体

・活動団体数 参画型 ： ２１４団体（奨励金 ６，０５１千円）

協働型 ： １４５団体（交付金 ３５，９６４千円）

スーパー： ９団体（交付金 ３，６５０千円）

計 ３６８団体

○制度の広報

・県政テレビ「とっとりＴＲＹ」でのスーパーボランティア団体の活動紹介

・「鳥取力創造まつり」での分科会開催

・各総合事務所において、ボランティア団体代表者会議の開催

○事業拡大の取組

・「鳥取力創造まつり」の分科会等でのボランティア制度紹介、意見交換

・各総合事務所等の河川・道路ボランティア担当者会議の実施

・活動団体、市町村との意見交換、支援協力

イ 平成２３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

活動団体からの意見・要望等を踏まえ、奨励金の対象を草刈り機だけで無く、除雪機等

にも拡大する、また、交付金の交付対象事業に高木に付く虫等の防除を加える等支援制度

の見直しを行い、ボランティアの使いやすい制度となるよう改善した。



事 業 名 概 要

ウ 成 果

支援制度を拡充し、、より使いやすくしたことにより、活動団体が増加している。

＜活動団体数＞

２３年度 ２２年度 ２１年度

参 画 型 ２１４団体 ２０３団体 ２１３団体

協 働 型 １４５団体 １２２団体 １０７団体

スーパー ９団体 ８団体 １団体

計 ３６８団体 ３３３団体 ３２１団体

エ 課 題

全体の登録団体数は増加しており、スーパーボランティアも１団体増加し、候補

団体も出てきている。一方で、まちづくり活動にどのように取り組めばよいかわか

らずスーパーボランティア協定締結に踏み切れない団体もあると聞く。スーパーボ

ランティア団体拡大のためには今後も活動例の紹介等による団体のフォローアップ

が必要である。

現場技術支援業務 ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

決算額 現場業務の効率化・円滑化を図り、職員の時間外勤務を縮減し、併せて適正な

109,825千円 業務の遂行と若手技術者の育成環境の確保を図る。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 〈監督･積算補助業務〉

109,825千円 監督業務及び積算業務の一部を非常勤職員が行う。

（内訳：監督補助員１７名、積算補助員１０名）

〈積算業務委託〉

積算業務の一部を外部委託する。

外部委託設計書本数：３４本

〈公共事業円滑化委託〉

各総合事務所県土整備局において問題発生時に事業遂行の円滑化を図る。

イ 平成２３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・非常勤職員（監督補助員）を対象に、土木工事監督基準や工事契約等の研修の

実施。

・土木工事監督基準の改定を行い、監督補助員を準監督員と指定することを可能

とし、役割を明確化した。

ウ 成 果

・積算業務委託の実施に伴って、時間外勤務の縮減及び監督業務の充実に効果が

あった。（アンケート実施結果）

・災害の発生に伴う緊急業務への対応がより可能となった。

エ 課 題

・積算業務委託においては、実施初年度ということもあって積算ミスが多少あっ

た。また、積算業務委託の実施に伴う協議に時間を要している。

＜次年度以降、取り組むべき事項＞

・委託先に対して、チェック体制の充実や積算ミスの内容を情報共有により積算

ミスの解消を要請。

・委託着手時の協議において、現場条件等の設計内容について委託先と十分意思

疎通するよう徹底し、委託実施中に疑義が生じないようにする。



事 業 名 概 要

建設災害復旧費 ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

決算額 ９月に本県を直撃した台風１２号及び台風１５号など平成２３年発生災害によ

1,979,523千円 り被災した公共土木施設の復旧を実施した。

（財源内訳） ＜平成２３年発生災害（国庫負担法に基づく公共土木施設災害）＞

国庫支出金 被 災 箇 所：県 ３４４箇所、市町村 １９１箇所

975,529千円 復旧事業費：県 6,192百万円、市町村 1,921百万円

起債 ※県内被害額では、平成１６年発生災害以来７年ぶりの大規模災害

533,000千円 （イ）事業の実施状況（国庫負担法に基づく公共土木施設災害＋単独災害（事業費

一般財源 120万円未満））

470,994千円 平成２３年発生災害の内、平成２３年度中の着手率（初年度契約率）は８５％

（県分）、復旧工事費（全体）5,253百万円（県分）の内、現年執行1,180百万円、

Ⅲ 守る 繰越4,073百万円である。

鳥取県の豊かな

恵み・生活を守り イ 平成２３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

次代へつなぐ 国費の決定を受ける災害査定において、近年災害が少なかったことなどから、現

場の職員の経験が薄れてきていたため、現地調査や設計等に不十分な対応が目立っ

た。

このため、ＤＢ（データベース）を活用した職員への災害復旧事業の情報提供や

研修の充実など、あらゆる方法で職員のスキルアップと組織的な事業の実施の強化

を図った。

ウ 成 果

９月の台風１２号により、大山周辺の行楽地へのアクセス道路が寸断されるなど

の大きな被害が生じたが、行楽シーズンを前に応急仮工事を完了させるなど、県民

の生活やイベントの実施等に支障が生じないよう迅速な災害復旧に寄与した。

エ 課 題

公共土木施設災害への対応については、過去の経験が重要かつ活かされなければ

ならない業務であるが、自然現象に左右され発生規模や発生時期に凹凸や空白期間

が生じているため、職員に迅速かつ適正に対処するための能力や意識の向上が求め

られる。

このため、ベテラン世代から若手世代へのノウハウの継承を如何に実行するか等

の課題がある。



７ 決算調書（総括表）

（ 単 位 ： 円 ）

予 算 現 額 支出済額の内訳

科目 継続費及び繰 予備費支出 計 支出済額 翌年度 差引増 備

当初予算 補正予算額 越事業費繰越 及び流用増 本庁 出納機関 繰越額 考

額 減 A B C A-B-C

土木総務費 244,507,000 8,764,000 0 0 253,271,000 222,858,908 65,473,849 157,385,059 0 30,412,092

歳 (106,188,953) (106,188,953) (100,516,486) (100,516,486) (5,672,467)

建設災害復旧費 2,821,831,000 3,924,487,000 106,188,953 0 6,852,506,953 1,979,523,039 114,817,663 1,864,705,376 4,249,224,982 623,758,932

災害復旧事業連絡調整費 3,604,000 24,076,000 0 0 27,680,000 20,461,633 20,461,633 0 0 7,218,367

出 直轄災害復旧費負担金 184,023,000 336,330,000 0 0 520,353,000 262,235,720 262,235,720 0 0 258,117,280

(106,188,953) (106,188,953) (100,516,486) (100,516,486) (0) (5,672,467)

合計 3,253,965,000 4,293,657,000 106,188,953 7,653,810,953 2,485,079,300 462,988,865 2,022,090,435 4,249,224,982 919,506,671

土木費負担金 1,500,000 △369,000 0 0 1,131,000 0 0 1,131,000

土木使用料 3,000,000 0 0 0 3,000,000 297,186 0 2,702,814

土木手数料 316,000 0 0 0 316,000 590,000 0 △274,000

(69,496,660) (69,496,660) (67,075,312) (0) (2,421,348)

災害復旧費国庫負担金 1,683,184,000 2,339,669,000 69,496,660 0 4,092,349,660 1,000,831,596 2,668,192,716 423,325,348

同 財産貸付収入 0 0 0 0 0 4,500 0 △4,500

上 財産売払収入 50,000 0 0 0 50,000 0 0 50,000

財 雑入 5,236,000 0 0 0 5,236,000 5,461,522 0 △225,522

源 (34,000,000) (34,000,000) (33,000,000) (0) (1,000,000)

内 災害復旧債 855,000,000 1,277,000,000 34,000,000 2,166,000,000 533,000,000 1,414,000,000 219,000,000

訳 直轄災害復旧債 184,000,000 336,000,000 0 0 520,000,000 261,000,000 0 259,000,000

(2,692,293) (2,692,293) (2,692,293) (0) (0)

繰越金 0 0 2,692,293 0 2,692,293 2,692,293 167,032,266 △167,032,266

(106,188,953) (106,188,953) (102,767,605) (0) (3,421,348)

小計 2,732,286,000 3,952,300,000 106,188,953 0 6,790,774,953 1,803,877,097 4,249,224,982 737,672,874

一般県費充当 521,679,000 341,357,000 0 0 863,036,000 681,202,203 0 181,833,797

(106,188,953) (106,188,953) (102,767,605) (0) (3,421,348)

合計 3,253,956,000 4,293,657,000 106,188,953 0 7,653,810,953 2,485,079,300 4,249,224,982 919,506,671

（注）（ ）書きは、前年度からの繰越額で内数である。



８ 事業別実施状況調べ

（単位：円）

事 業 名 予算額 支出済額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

（土木総務費）

フ ェ ロ ニ ッ ケ 4,876,000 4,865,700 0 10,300 フ ェ ロ ニ ッ ケ ル ス ラ グ

ル ス ラ グ 活用 （ F N S )の 利 用 促 進 を

促進事業 図るため、 FNSの混入

率 を 高 め た 二 次 製 品

用 コン ク リ ー ト の技術

開発を行った。

（ 主 ） 鳥 取 版 57,761,000 50,961,620 0 6,799,380

河 川 ・ 道 路 ボ

ラ ン テ ィ ア 促

進事業

住 民 と と も に 1,668,000 268,075 0 1,399,925 県道の開通式等によ

歩む土木行政 り土木行政のＰＲを

推進事業 行った。

電子納品シス 223,000 212,696 10,304 電 子 納 品 シ ス テ ム の

テム導入検討 整 備 に 向 け 、 実 証 実

事業 験を行った。また、ＣＡ

Ｄ ソ フ トの運用管理を

行った。

職 員 技 術 力 7,228,000 5,876,622 0 1,351,378 職員の知識・技術力

向 上 支 援 事 の向上を図るための

業 研修及びひび割れ診

断指導業務を委託実

施した。

土 木 防 災 管 6,457,984 5,862,012 0 595,972 災害時の迅速かつ適

理費 切 な 対 応 が で き る 応

援体制を整えた。土木

防災ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの登録、

研修を行った。

被 災 宅 地 危 27,016 27,016 0 0 被災宅地危険度判定

険 度 判 定 士 士 の 登 録 ・ 更 新 を 行

養成事業 い 、 判 定 に 必 要 な 情

報提供等を行った。

企画・調整費 10,717,000 8,543,637 0 2,173,363 公共工事の品質確保

対策、環境配慮対策、

工事発注体制の支援

等 を行 っ た 。 ま た 、 関

係 機 関 と の 意 見 交 換

会等を行った。



（単位：円）

事 業 名 予算額 支出済額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

事 業 化 検 討 12,000,000 1,692,600 0 10,307,400 突 発 的 な 事 業 に つ い

基礎調査費 て 、 対 策 事 業 が 必 要

かどうかを緊急に判断

す る た め の 調 査 等 を

実施した。

電 算 化 運 営 12,207,000 11,203,200 0 1,003,800 公共事業予定価格の

費 積 算根拠 作成 を 目的

とする 「新土木積算シ

ステム 」及び事務の効

率化 ・迅速化を目的と

する 「工事進行管理シ

ステム 」の運営を行っ

た。

技術調査費 14,720,000 12,396,300 0 2,323,700 県土整備部発注の公

共工事予定価格の基

礎となる労務 ・資材等

の 市況価 格調 査 を 行

った。

建 設 工 事 品 1,635,000 1,031,450 0 603,550 建設資材の品質確保

質向上事業 と 今 後 の 維 持 管 理 の

適正化を図るため、再

生 砕石の 実態 調査 を

実施した。

（ 主 ） 現 場 技 110,523,000 109,825,665 697,335

術支援業務

参画 型ボ ラ ン 300,000 0 0 300,000 （ 中 部 総 合 事 務 所 県

テ ィ ア 促 進 事 土整備局所管事業）

業 と 多 機 能 カ

ードとの連携

登 記 推 進 事 2,596,000 869,205 0 1,726,795 過年度未登記案件の

業 県への所有権移転登

記を進めた。

用地管理費 1,119,000 1,119,000 0 0 用 地 取 得 に 関 す る 研

修、情報収集等を行っ

た。

鳥 取 県 土 地 3,772,000 3,393,196 0 378,804 用 地の先 行取 得等 を

開 発 公 社 運 行 う 県 土 地 開 発 公 社

営費 の 人 件 費 、 事 務 費 を

助成した。

土 地 収 用 審 5,441,000 4,710,914 0 730,086 県 収用委 員会 を 運営

査費 し 、事業認定等を行っ

た。

目 計 253,271,000 222,858,908 0 30,412,092



（単位：円）

事 業 名 予算額 支出済額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

（建設災害復

旧費）

建 設 災 害 復 (106,188,953) ( 1 00 , 5 16 , 4 86 ) (0) (5 ,672,467)

旧事業 5,968,399,953 1,413,169,489 4,249,224,982 306,005,482 平 成 ２ ２ 年 か ら ２ ３ 年

に発生した道路、河川

等 の 災 害 に つ い て 、

国 庫 補 助 に よ り 復 旧

工事等を実施した。

単 独 災 害 復 (0) (0) (0) (0)

旧事業 884,107,000 566,353,550 0 317,753,450 平成 ２ ３年に発生した

災 害の調 査等 を 実施

した。

目 計 (106,188,953) ( 1 00 , 5 16 , 4 86 ) (0) (5 ,672,467)

6,852,506,953 1,979,523,039 4,249,224,982 623,758,932

（災害復旧事

業 連 絡 調 整

費）

災 害 復 旧 事 27,680,000 20,461,633 0 7,218,367 市町村施行の国庫補

業 連 絡 調 整 助の建設災害復旧事

費 業について、適正かつ

円滑に実施されるよう

連 絡 調 整 ・ 技 術 的 助

言を行った。

目 計 27,680,000 20,461,633 0 7,218,367

（ 直 轄 災 害 復

旧 費 負 担 金 ） 520,353,000 262,235,720 0 258,117,280

直 轄 災 害 復

旧費負担金

目 計 520,353,000 262,235,720 0 258,117,280

合 計 ( 1 06 , 1 88 , 9 53 ) ( 1 00 , 5 16 , 4 86 ) (0) (5 ,672,467)

7,653,810,953 2,485,079,300 4,249,224,982 919,506,671

９ 予備費の充用調べ

該当なし



１０ 繰越関係調べ

（１）継続費逓次繰越調べ

該当なし

（２）繰越明許費調べ

（単位：円）

科 目 事 業 名 金 額 翌年度繰越額 左 の 財 源 内 訳 繰 越 理 由

既 収 入 未収入特定財源 一般財源

特定財源 国庫補助金 起 債

建設災害復旧費 （２３年災害復旧費） 6,852,506,953 4,249,224,982 0 2,668,192,716 1,414,000,000 167,032,266 関係機関との協議(オオサンショ

第３９号外２９５件 ウウオ生息調査など）に不測の

日数を要したため。

合 計 6,852,506,953 4,249,224,982 0 2,668,192,716 1,414,000,000 167,032,266

（３）事故繰越調べ

該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ

収 入 科 目 件 数 単 価 証紙はりつけ額 備 考

目 節 細節 （円） （円）

土木手数料 土木手数料 土地収用事業手数料 1 590,000 590,000

計（節） 1 590,000

本庁執行分計（目） 1 590,000

出納機関執行分計（目） 0

目 計 590,000

合 計 590,000



１２ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金

該当なし

（２）使用料

（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

土木使用料 国有財産等 ０ 0 0 0 0 国有地使用料

使用料 徴収条例

計（節） ０ 0 0 0 0

本庁執行分計（目） ０ 0 0 0 0

出納機関執行分計（目） 1,624,386 297,186 0 1,327,200 東部、八頭、中部、西部、日野総合事

務所県土整備局

目 計 1,624,386 297,186 0 1,327,200

合 計 1,624,386 297,186 0 1,327,200

※平成２２年度に用地室が県土総務課から技術企画課に移管される前に県土総務課で調定されたものについては、県土総務課の歳入決算調書に計上され

ているが、本監査調書では現在の所管課である技術企画課に計上した。

（３）手数料

（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

土木手数料 土木手数料 土地収用事業手数料 1 590,000 590,000 0 0 土地収用法

第125条

計（節） 1 590,000 590,000 0 0

本庁執行分計（目） 1 590,000 590,000 0 0

出納機関執行分計（目） 0 0 0 0

目 計 590,000 590,000 0 0

合 計 590,000 590,000 0 0



（４）財産収入
（単位：円）

収 入 科 目 件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

財産貸付収入 財産貸付収入 ２ 4,500 4,500 0 0 鳥取県公有財産事務

取扱規則

計（節） ２ 4,500 4,500 0 0

本庁執行分計（目） ２ 4,500 4,500 0 0

出納機関執行分計（目） 0 0 0 0

目 計 4,500 4,500 0 0

合 計 4,500 4,500 0 0

（５）寄付金
該当なし

（６）諸収入
（単位：円）

収 入 科 目 件数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

延滞金 延滞金 ０ 0 0 0 0 鳥取県延滞金徴収

計（節） ０ 0 0 0 0 条例

本庁執行分計（目） ０ 0 0 0 0

出納機関執行分計（目） 704,620 0 0 704,620 東部・中部・西部

総合事務所県土整備局

目 計 704,620 0 0 704,620

雑 入 雑 入 国有財産等所在市町村交付金相当額 １ 4,457,100 4,457,100 0 0 公有財産無償貸付 財団法人鳥取県

火災保険料相当額 １ 16,089 16,089 0 0 契約 建設技術センター

再任用職員雇用保険料 １ 7,598 7,598 0 0

非常勤職員雇用保険料 １ 8,246 8,246 0 0

本庁執行分計（目） ６ 4,489,033 4,489,033 0 0

出納機関執行分計（目） 972,489 972,489 0 0 東部、八頭、中部、西部,日野総合事

務所県土整備局

目 計 5,461,522 5,461,522 0 0

合 計 6,166,142 5,461,522 0 704,620

※延滞金に関して、平成２２年度に用地室が県土総務課から技術企画課に移管される前に県土総務課で調定されたものについては、県土総務課の歳入決算

調書に計上されているが、本監査調書では現在の所管課である技術企画課に計上した。



（７）現金の取扱状況

該当なし

１３ 税外収入未済額調べ

（単位：円）

区 分 過 年 度 分 現 年 度 分 収入未
前年度 左のう 不納欠 収 入 収入未済額の調定年度内訳 調定額 収 入 収 入 済額計 未 収 理 由
以前か ちの収 損額 未済額 20年度 21年度 22年度 済 額 未済額 Ａ＋Ｂ

収入科目 らの 入済額 以前

目 節 細節 繰越額 Ａ Ｂ

土木使用料 国有財産等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

使用料

計（節） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本庁執行分計（目） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出納機関執行分計（目） 1,387,200 60,000 0 1,327,200 1,050,820 138,190 138,190 237,186 237,186 0 1,327,200 東部、中部、西部、日野総合

事務所県土整備局

目 計 1,387,200 60,000 0 1,327,200 1,050,820 138,190 138,190 237,186 237,186 0 1,327,200

延滞金 延滞金

計（節）

本庁執行分計（目）

出納機関執行分計（目） 684,860 0 0 684,860 133,910 101,820 449,130 19,760 0 19,760 704,620 東部・中部・西部総合事務所

県土整備局

目 計 684,860 0 0 684,860 133,910 101,820 449,130 19,760 0 19,760 704,620

合 計 2,072,060 60,000 0 2,012,060 1,184,730 240,010 587,320 256,946 237,186 19,760 2,031,820

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ

該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ

該当なし



１６ 債務負担行為の状況調べ

設定状況 当該事業の 執行（支出）状況 備考

事業名 種別 議 決 期 間 限度額 契約額等 設定年度の 債務負担行為の期間 合 計

執行額 Ａ 22年度までの 23年度 24年度以降の 計 Ａ＋Ｂ

執行額 執行額 執行予定額 Ｂ

円 円 円 円 円 円 円 円
平成22年 平成23～

スーパーボラン 補助 3月 24年度 7,200,000 10,800,000 3,600,000 0 3,600,000 3,600,000 7,200,000 10,800,000

ティア支援事業 平成23年 平成24～

補助 3月 25年度 4,148,000 4,148,000 0 0 0 4,148,000 4,148,000 4,148,000

合 計 11,348,000 14,948,000 3,600,000 0 3,600,000 7,748,000 11,348,000 14,948,000

１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ
（１）負担金

（単位：円）

予算科目 予算額 区 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支出金額 支出の根拠法令名等 備 考

（目） 分 (規約、要領等を含む)

土木総務費 460,000 単 全国防災協会正会員会費 東京都港区虎ノ門 定額 H23.7.26 460,000

県 （社）全国防災協会

699,000 単 建設技術センター研修負担金 倉吉市福庭町 定額 H23. 8.15 770,500

県 （財）鳥取県建設技術センター 外

103,500 単 全国収用委員会連絡協議会会費 東京都渋谷区鴬谷町 定額 H23. 7.11 103,500

県 全国収用委員会連絡協議会

296,000 単 用地事務（土地･補償）研修負担金 東京都小平市喜平町 定額 H23.12.16 292,000

県 （財）全国建設研修センター 外

231,000 単 用地補償専門ゼミナール負担金 東京都小平市喜平町 定額 H23.10.17 308,000

県 （財）全国建設研修センター 外

160,000 単 橋梁設計研修負担金 東京都小平市喜平町 定額 H23.11.28 141,000

県 （財）全国建設研修センター 外

173,000 単 地方共済組合（団体共済部）負担金 鳥取市東町 定額 H23. 5.31 172,224

県 鳥取県土地開発公社

支出額が10万円 230,422

未満のもの

本庁執行分計 2,477,646

出納機関執行分計 0

目 計 2,477,646

合 計 2,477,646



（２）補助金

予算科目（土木総務費）

① 国補分

該当なし

② 単県分

（単位：円）

補助金等の名称 交 付 先 間 補助対象 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況 備 考

(補助金の創設年度) 接 経費 又は内示年月日 年月日 年月日

交付申請 完 了 検 査 概算払 支出年月日 金 額

事業の内容 補助率及び 年月日 年月日 年 月 日 精算払

補助金額 交付決定 実績報告 審査・現地 の別

年月日 年月日 調査年月日

鳥取県土地開発公社管理 鳥取市東町 3,220,972 H24.5.17 概算払 H23.5.31 3,220,972

事務費補助金 鳥取県土地 外

（平成１７年度） 開発公社 H23.3.29 H24.3.31

鳥取県土地開発公社の管理 (補助率：10/10)

運営を支援し、適正な運営 H23.4.22 H24.4.27 H24.5.10

を確保することを目的とし 3,220,972

て交付するもの

本庁執行分計 3,220,972

出納機関執行分計 41,794,428 東部、中部、西部、八頭、

日野総合事務所県土整備

局、鳥取港湾事務所

単県分計 45,015,400

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記入する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）
該当なし

（３）交付金
該当なし



（４）委 託 料
【一般会計（現年）】 （単位：円）
予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況
（目） 単県 相手方 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 年 月 日 備 考

の別 契 約 額 期 間 (契約保証金納 支 支 出 金 額
変 更 契 約 （ 最 終 ) 付等年月日) 履行検査 出 年月日

(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 年 月 日 区
契 約 額 期 間 分

平成２３年 広島市中区 （H23.4.1） H23.4.1 H23.3.23
土木総務費 単県 度建設資材 幟町 13,852,650 13,450,500 ～ H24.3.23 【配当額内訳】

価格調査委 (財)建設物 H24.3.25 （免除） 土木総務費
託 価調査会中 （H24.3.22） H23.4.1 精 H24.5.2 8,505,000（技術企画課）

国支部 ～ 8,505,000円
H24.3.25 土木総務費

13,158,600 制限付 H24.3.27 （道路２課）
904,050円

土地改良費
422,100円

下水道費
172,200円

財産管理費
3,155,250円
合計
13,158,600円

平成２３年 倉吉市福庭 土質試験 （H23.7.1） H23.7.21 H23.6.24 単価契約

土木総務費 単県 度再生砕石 町 （１試料当り） 土質試験 ～ 施工業者が実

品質実態調 (財)鳥取 Ｒca： （１試料当り） H24.3.15 H24.3.12 施 し た試験結

査に係る試 県建設技術 143,250 Ｒca：143,250 （免除） 果と比較検討を

験業務委託 センター Rcc,Rcbc,Rca Rcc,Rcbc,Rcac 行うことから、

c：147,350 ：147,350 施工業者が実

精 H24.4.3 1,031,450 施する試験と同

随 H24.3.15 一の試験機関

で行う必要があ

るため。

平成２３年 倉吉市福庭 （H23.11.14） H23.11.14 H23.11.9
土木総務費 単県 度鳥取県新 町 727,650 727,650 ～ H24.3.12

技術・新工 (財)鳥取県 H24.3.15 （免除） 精 H24.3.29 117,600
法等事前審 建設技術セ 117,600 H23.7.29 随 H24.3.15
査業務委託 ンター



予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況
（目） 単県 相手方 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 年 月 日 備 考

の別 契 約 額 期 間 (契約保証金納 支 支 出 金 額
変 更 契 約 （ 最 終 ) 付等年月日) 履行検査 出 年月日

(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 年 月 日 区
契 約 額 期 間 分

平成２３年 倉吉市福庭 （H23.4.21） H23.4.21 H23.4.8 H24.3.13 研修を開催す
土木総務費 単県 度県土整備 町 3,685,500 3,681,300 ～ る条件を満足

部技術職員 (財)鳥取県 H24.3.15 （免除） する機関が他
等研修業務 建設技術セ にないため。
委託 ンター 精 H24.4.3 3,158,400 【配当額内訳】

土木総務費
随 H24.3.23 3,158,400円

土地改良費
456,750円

林道費
66,150円

合計
3,681,300円

鳥取県公共 広島市中区 （H23.7.29） H23.7 .29 H23.7.25
土木総務費 単県 事業労務費 八丁堀 4,251,250 3,664,500 ～ H24.2.10

(平成２３年 (社)中国建 H24.2.10 （免除） 精 H24.3.5 3,773,700
１０月)調査 設弘済会 （H24.2.3） 制限付 H24.2.15
業務委託 3,773,700
平成２３年 千葉市美浜 （H23.4.1） H23.4.1 H19.1.17 【配当額内訳】

土木総務費 単県 度ＣＡＤシ 区中瀬 222,600 222,600 ～ H24.3.31 土木総務費
ステム運用 （株）ビー H24.3.31 （免除） 209,021円
管理業務委 ガル 精 H24.4.13 209,021 林道費
託 随 H24.4.4 13,579円

合計
222,600円

平成２３年 倉吉市福庭 （H23.4.1） H 2 3 . 4 . 1 H23.3.17 H24.3.15
土木総務費 単県 度ひびわれ 町 1,407,000 1,398,600 ～

診断指導業 (財)鳥取県 H24.3.15 (免除) 精 H24.4.12 1,064,700
務委託 建設技術セ （H24.3.9） H23.4 .1 H24.3.23

ンター 1,064,700 ～ 随
H24.3.15

平成２３年 倉吉市福庭 （H23..6.15） H23.6 .15 H23.5.19 H24.3.23 新規
土木総務費 単県 度積算業務 町 11,113,200 11,102,700 ～

委託 (財)鳥取県 H24.3.15 (免除) 精 H24.4.13 11,592,000
建設技術セ （H24.3.8） H23.6.15 H24.3.21
ンター 11,592,000 ～ 随

H24.3.23



予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 当 初 契 約 入札等 完 了 支 出 の 状 況
（目） 単県 相手方 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 年 月 日 備 考

の別 契 約 額 期 間 (契約保証金納 支 支 出 金 額
変 更 契 約 （ 最 終 ) 付等年月日) 履行検査 出 年月日

(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 年 月 日 区
契 約 額 期 間 分

平成２３年 広島市南区 （H23.4.1） H 2 3 . 4 . 1 H23.3.30 H24.3.30
土木総務費 単県 度土木積算 段原南 10,134,600 10,080,000 ～

システム基 (株)富士通 H24.3.31 （免除）
準改訂業務 中国システ （H24.3.9） H 2 3 . 4 . 1 H24.3.30 精 H24.4.27 11,176,200
委託 ムズ ～ 随

11,176,200 H24.3.31
平成２３年 倉吉市福庭 （H22.8.10） H22.8.10 H22.7.22

土木総務費 単県 度フェロニ 町 8,416,800 8,400,000 ～ 債務負担行為
ッケルスラ (財)鳥取県 H24.3.19 （免除） 精 H24.4.27 4,865,700 H23
グ活用促進 建設技術セ H24.3.19 執行予定額
技術開発業 ンター 随 H22:3,534,300
務委託 H23:4,865,700
平成２３年 岐阜県羽島 （H23.4.1） H 2 3 . 4 . 1 H23.4.1 H24.3.31

土木総務費 単県 度用地管理 市 新 生 町 504,000 504,000 ～
システムメ (株)エクス H24.3.31 （免除） 精 H24.4.25 504,000
ンテナンス （ ） ～ H24.4.10
業務委託 随

予定価格が20万円

未満のもの 3,675

本庁執行分計 46,001,446

出納機関執行分計 20,414,866 東部、八頭、中部、西部、
日野総合事務所県土整備局

目 計 66,416,312

建設災害復旧費

予定価格が20万円 0

未満のもの

本庁執行分計 0

出納機関執行分計 565,114,550 八頭、西部、日野総合事務

所県土整備局

目 計 565,114,550

合 計 631,530,862



（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）
該当なし

１８ 工事請負費調べ
【一般会計（現年）】 （単位：円）

予算科目 国補 工事名 当 初 契 約 入札等年月日 支 出 状 況 実 地 変 更 備 考
（目） 単県 (起工年月日) （契約年月日） 工 期 (契約保証金 完 成 ( 解 除 )

の別 設計額 契約額 納付等年月日) 請負人 支 年月日 金 額 年月日 の 理 由
変 更 契 約 （最終） 出 検 査 ・ 内 容

(変更年月日) （契約年月日) 工 期 契約形態 区 年月日
設計額 契約額 分

( ) ( ) ～ ( )
建設災害復旧費

( ) ( ) ～

本庁執行分計

出納機関執行分計 1,180,069,975 東部、八頭、中部、西部、

日野総合事務所県土整備局

目 計 1,180,069,975

合 計 1,180,069,975

【一般会計（明許）】 （単位：円）

予算科目 国補 工事名 当 初 契 約 入札等年月日 支 出 状 況 実 地 変 更 備 考
（目） 単県 (起工年月日) （契約年月日） 工 期 (契約保証金 完 成 ( 解 除 )

の別 設計額 契約額 納付等年月日) 請 負 人 支 年月日 金 額 年月日 の 理 由
変 更 契 約 （最終） 出 検 査 ・ 内 容

(変更年月日) （契約年月日) 工 期 契約形態 区 年月日
設計額 契約額 分

( ) ( ) ～ ( )
建設災害復旧費

( ) ( ) ～

本庁執行分計

出納機関執行分計 96,825,500 西部、日野

総合事務所県土整備局

目 計 96,825,500

合 計 96,825,500

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの）
該当なし



１９ 財産に関する調べ
（１）公有財産
ア 土 地

（平成２４年３月３１日現在）
行 政 ・ 機関名又は 所 在 地 前 年 度 末 本 年 度 異 動 状 況 本 年 度 末 備 考
普通財産 施設名等 面 積 価 額 増減 異動日 面積 価額 増減理由 登 記 面 積 価 額
の区分 （㎡） （円） 別 （㎡） （円） 年月日 （㎡） （円）

鳥取県建設技術 倉吉市福庭町２－２３ 8,169.98 194,556,000 増加 H H 8,169.98 194,556,000

センター 減少 H H

普通 廃川敷地(技術 県内各所 10,786.50 不明 増加 H H 10,786.50 不明 未利用財

企画課所管分) 減少 H H 産有り

財産 廃道敷地(技術 県内各所 245.09 不明 増加 H H 245.09 不明 未利用財

企画課所管分) 減少 H H 産有り

計 19,201.57 － 19,201.57 －

合 計 19,201.57 － 19,201.57 －

イ 建物
（平成２４年３月３１日現在）

行 政 ・ 機関名又は 所 在 地 前 年 度 末 本 年 度 異 動 状 況 本 年 度 末 備 考
普通財産 施設名等 面 積 価 額 増減 異動日 面積 価額 増減理由 登 記 面 積 価 額
の区分 （㎡） （円） 別 （㎡） （円） 年月日 （㎡） （円）
行政 八頭県土整備局 八頭町門尾 19.87 2,467,500 増加 H H 19.87 2,467,500

財産 (水防倉庫) 減少 H H

行政 中部県土整備局 倉吉市八屋沖河原 80.00 1,728,000 増加 H H 80.00 1,728,000

財産 (水防倉庫) 減少 H H

行政 西部県土整備局 米子市兼久 80.00 1,728,000 増加 H H 80.00 1,728,000

財産 (水防倉庫) 減少 H H

行政 日野県土整備局 日野町舟場 80.00 1,728,000 増加 H H 80.00 1,728,000

財産 (水防倉庫) 減少 H H



行 政 ・ 機関名又は 所 在 地 前 年 度 末 本 年 度 異 動 状 況 本 年 度 末 備 考
普通財産 施設名等 面 積 価 額 増減 異動日 面積 価額 増減理由 登 記 面 積 価 額
の区分 （㎡） （円） 別 （㎡） （円） 年月日 （㎡） （円）
行政 八頭県土整備局 八頭町郡家 50.00 不 明 増加 H H 50.00 不 明

財産 (防災倉庫) 減少 H H

計 309.83 － 309.87 －

普通 鳥取県建設技術 倉吉市福庭町２－２３ 3,161.19 933,962,000 増加 H H 3,161.19 933,962,000

財産 センター 減少 H H

計 3,161.19 933,962,000 3,161.19 933,962,000

合 計 3,471.02 － 3,471.06 －

ウ 山林
該当なし

エ 不動産売却等
該当なし

オ 財産の交換
該当なし

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機）
該当なし

キ 物 権
該当なし

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等）
該当なし

ケ 有価証券
該当なし



コ 出資による権利
(平成２４年３月３１日現在）

区 分 前年度末 本 年 度 中 本年度末 法 人 名 備 考

増 減

（数量、金額） （数量、金額）

鳥取県土地開発公 10,000,000 10,000,000 鳥取県土地開発

社出資金 公社

（財）鳥取県建設技 1,000,000 1,000,000 （財）鳥取県建設

術センター出資金 技術センター

合 計 11,000,000 11,000,000

（２）金券類の受払状況
(平成２４年３月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備 考

購 入 額 使 用 額

円 円 円 円

郵便切手 820 9,510 3,790 6,540

合 計 820 9,510 3,790 6,540

（３）基 金
該当なし

（４）債 権
(平成２４年３月３１日現在）

前 年 度 末 本 年 度 中 本 年 度 末 備 考

債権の名称 増 減

金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数

円 円 円 円 西部総合

国有財産等使 139,654 7 0 0 128,146 3 11,508 4 事務所県

用料 土整備局

日野総合

980 1 0 0 490 0 490 1 事務所県

土整備局

財産貸付収入 6,000 1 12,000 1 1,500 0 16,500 2

合 計 146,634 9 12,000 1 130,136 3 28,498 7



２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ
（１）土地及び建物
ア 土 地

(平成２４年３月３１日現在）
行政・普 貸 付 所 在 地 数量又は 貸 付 当初貸付 貸 付 貸付（使用）料（円） 貸付（使用許可）先 備 考

通財産の (使用許可) 面 積 (使用許可) (使用許可) (使用許可) 単価 本年度の 住 所
区分 目 的 年 月 日 年 月 日 期 間 貸付(使用)料 氏 名
普通財産 鳥取県建設技術 倉吉市福庭町２－２３ 8,169.98㎡ H23.4.1 S57.4.1 H23.4.1～ 円 円 倉吉市福庭町

センター H24.3.31 － 無償 （財）鳥取県建設技術センター
普通財産 電柱等設置敷地 倉吉市福庭町２－２３ コンクリート H23.4.1 H3.7.1 H23.4.1～ 年額 3,000 岡山市中山下

柱 ２本 H28.3.31 1,500 西日本電信電話株式会社
岡山支店

普通財産 電柱等設置敷地 倉吉市福庭町２－２３ コンクリート H22.4.1 H7.7.1 H22.4.1～ 年額 1,500 倉吉市駄経寺町
柱 １本 H27.3.31 1,500 中国電力株式会社倉吉営業

所
計 4,500

合計 4,500

イ 建 物
(平成２４年３月３１日現在）

行政・普 貸 付 所 在 地 数量又は 貸 付 当初貸付 貸 付 貸付（使用）料（円） 貸付（使用許可）先 備 考

通財産の (使用許可) 面 積 (使用許可) (使用許可) (使用許可) 単価 本年度の 住 所
区分 目 的 年 月 日 年 月 日 期 間 貸付(使用)料 氏 名
普通財産 鳥取県建設技術 倉吉市福庭町２－２３ 3,161.19㎡ H23.4.1 S57.4.1 H23.4.1～ 円 円 倉吉市福庭町

センター H24.3.31 － 無償 （財）鳥取県建設技術センター
計 0

合計 0



（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの）

品 名 数量 規格・銘柄 貸付期間 貸付料（円） 貸付先 使用場所 貸付目的 備 考

単価 本年度の 住 所
貸付料 氏 名

切断機 １ マルトー H23.4.1～ － 無償 倉吉市福庭町 （財）鳥取県建設技術 建設資材試験・調査
ＭＣ－４３０ H26.3.31 （財）鳥取県建設技術 センター

センター
鉄筋曲げ試験機 １ （株）マルイ 〃 － 〃 〃 〃 〃

ＭＩＣ-177-Ｏ-30型
圧縮試験機 １ 島津製作所 〃 － 〃 〃 〃 〃

ＣＣＨ-２０００ＫＮＳ
圧縮試験機 １ ＪＴトーシ（株） 〃 － 〃 〃 〃 〃

２００ＫＮ
万能試験機 １ １０００ＫＮ 〃 － 〃 〃 〃 〃

熱風循環式台車型 １ 旭科学 〃 － 〃 〃 〃 〃
乾燥装置 ＡＬ-１０Ｃ
供試体端面研磨機 １ マルイ製 〃 － 〃 〃 〃 〃

ハイケンマつるつる
合 計 ０

２１ 借受不動産明細調べ
該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ
該当なし



２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ

車 種 年式 登録番号 取得年月日 総走行 本 年 度 備 考

キロ数 稼働 (１ヶ月平均) 修理費等

日数 走行キロ数

Km 日 km 円

災害対策車 １４ 800 さ 2551 H14.12.26 7,009 14 （59.5） 257,595

714

台

合 計 1 257,595

２４ 寄附物件の受納状況調べ

該当なし

２５ 備品の処分状況調べ

該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

該当なし

２７ 貸付金等状況調べ

該当なし

○ 意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等

特になし

（２）監査委員事務局に対する要望等

特になし


